
大崎上島町定住促進用住宅設置要綱  

 

（目的）  

第１条  この要綱は、大崎上島町における定住促進事業の推進のため、日常生活を営

むための家具、電化製品等を備えた定住促進用住宅（以下「住宅」という。)を設置

し、町の定住・移住人口の増加を図ることを目的とする。  

（名称及び位置等）  

第２条  住宅の名称、所在地及び構造等は、次のとおりとする。   

名称  所在地  構造（間取り）  
住宅面積  

（敷地面積）  

トライアルハウス  

大串  １号棟  

大崎上島町大串  

3080-5 

木造平屋  

（ロフト付き）  

66.248㎡  

（ 326.99㎡）  

トライアルハウス  

大串  ２号棟  

大崎上島町大串  

3080-6 

木造平屋  

（ロフト付き）  

66.248㎡  

（ 320.63㎡）  

（利用者の条件）  

第３条  住宅を利用することができる者は、大崎上島町への移住を希望又は検討する

者のうち、町の移住相談窓口を通じて移住しようとする者とする。ただし、転勤又

は婚姻による転入者は除く。  

（借用申請）  

第４条  住宅の利用を希望する者は、「大崎上島町定住促進用住宅借用申請書」（様式

第１号。以下「申請書」という。）を町長に提出しなければならない。  

２  同一の者に対する住宅の利用回数に制限は設けないが、新規利用希望者を優先す

るものとする。  

（貸付許可）  

第５条  町長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、「大崎上島町定住促進用住宅貸付決定通知書」（様式第２号。

以下「決定通知書」という。）を交付するものとする。  

２  町長は、申請者及び同居しようとする親族が暴力団員（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団

員をいう。）である場合は、当該申請者に対する住宅の貸付は認めないものとする。 

（契約）  

第６条  決定通知書の交付を受けた者（以下「利用者」という。）は、借地借家法（平

成３年法律第９０号。以下「法」という。）第３８条に規定する契約を、大崎上島町



定住促進用住宅定期賃貸借契約書（様式第３号。以下「契約書」という。）により、

町長と締結しなければならない。  

２  町長は前項の規定により契約を締結する場合、法第３８条第２項の規定により、

次に掲げる事項を説明するとともに定期建物賃貸借契約について定住促進用住宅賃

貸借契約の説明書（様式第４号。以下「説明書」という。）を２部交付するものとす

る。  

（１）契約の更新がないこと。  

（２）貸付期間の満了により契約は終了すること。  

（３）その他必要な事項  

３  前項の説明書の交付を受けた利用者は、当該説明書に説明を受けた旨を確認する

ため記名押印の上、その一部を町長に提出しなければならない。  

（貸付期間）  

第７条  住宅の貸付期間は最大３ヵ月を上限とし、１週間及び１ヵ月単位とする。  

（貸付料）  

第８条  貸付料は、別表に定めるとおりとする。  

（貸付料の納付書）  

第９条  利用者は、別表に定める貸付料を貸付期間の初日の前日までに納付しなけれ

ばならない。ただし、貸付期間が、複数の会計年度に及ぶ場合については、この限

りでない。  

２  前項により納めた貸付料は、これを還付しない。ただし、町長が特に必要と認め

た場合は、その全部又は一部を還付することができる。  

３  前項の規定により貸付料を還付する場合及び還付割合は、次の各号に定めるとこ

ろによる。  

（１）天災事変、利用者又は親族の疾病、その他利用者の責めに帰することができ

ない理由により借用できなくなった場合は、日割り計算により、既に納付した貸

付料から貸付済期間分の貸付料を差し引いた差額の 100分の 100 

（２）町長が特に必要と認め、貸付期間を短縮した場合は、日割り計算により、既

に納付した貸付料から貸付済期間分の料金を差し引いた差額の 100分の 50 

（３）その他やむを得ない事由により町長が特に認めた場合は、その都度還付割合

を決定する。  

４  前条の貸付料は、電気料及び上下水道料を含めた額とする。ただし、飲食費、燃

料代、通信費、寝具レンタル料、衛生用品等の日常生活にかかる消耗品及びその他

の経費は、利用者の負担とする。  



（利用者の遵守事項）  

第１０条  利用者は次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。  

（１）留守や就寝時に施錠をする等住宅を善良に管理すること。また、鍵を紛失し

たときは、速やかに町長にその旨を報告すること。  

（２）火気の取り扱いに注意するとともに備え付けの備品、什器類等を適切に取り

扱うこと。  

（３）住宅周りの除草を適宜行い、住宅を適正に管理するとともに、住環境の整備

をすること。  

（４）ごみは、決められたルールに従い排出すること。  

（５）住宅の貸付期間が満了したときは、清掃を行うとともに、直ちに住宅の鍵を

町長に返却すること。  

（６）その他、住宅の借用に関し町長が必要と認める事項  

（制限される行為）  

第１１条  利用者は、住宅において次の各号に掲げる行為をしてはならない。  

（１）物品の販売、寄付の要請その他これに類する行為を行うこと。  

（２）興行を行うこと。  

（３）展示会、その他これに類する催しを開催すること。  

（４）文書、図書、その他の印刷物を貼付又は配布すること。  

（５）宗教の普及、歓誘、儀式、その他これに類する行為をすること。  

（６）近隣の住民に迷惑を及ぼす行為をすること。  

（７）住宅の全部又は一部を転貸、又は権利を譲渡すること。  

（８）住宅内で鳥獣類の飼育を行うこと。  

（９）住宅内で喫煙をすること。  

（ 10）その他住宅の借用にふさわしくない行為をすること。  

（貸付許可の取消等）  

第１２条  町長は、利用者に第４条に基づく申請内容に偽りがあったとき及び前条の

規定に違反する行為があったと認めたときは、第５条の規定による貸付許可を取り

消し、第６条の規定による契約を解除することができる。  

（明渡し）  

第１３条  利用者は、貸付期間が満了した場合又は前条の規定に基づき貸付許可が取

消しされた場合は、直ちに住宅を明け渡さなければならない。この場合において、

利用者は、通常の使用に伴い生じた住宅の損耗を除き、住宅を原状回復しなければ

ならない。  



２  利用者は、前項前段の明渡しをするときには、明渡し日を事前に町長に通知しな

ければならない。  

３  町長は、第１項後段の規定に基づき利用者が行う原状回復の内容及び方法につい

て利用者と協議するものとする。  

（立入り）  

第１４条  町長は、住宅の防火、火災の延焼、構造の保全その他住宅の管理上特に必

要があるときは、利用者の承諾がなくても住宅内に立ち入ることができるものとす

る。  

２  利用者は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく立入りを拒否する

ことはできない。  

（損害賠償）  

第１５条  利用者は、故意又は過失により住宅若しくは設備又は備品等を破損、汚損

及び滅失したときは、直ちに町長へ報告し、その損害を賠償しなければならない。

ただし、やむ得ない事由により、町長が認めた場合は、この限りではない。  

（事故免責）  

第１６条  住宅が通常有すべき安全性を欠いている場合を除き、当該住宅内又は住宅

周辺で発生した事故に対して、町はその責任を負わないものとする。  

（その他）  

第１７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。  

 

附  則  

 （施行期日）  

１  この告示は、平成２６年４月１日から施行する。  

 （準備行為）  

２  この告示を施行するため必要な借用申請の受付、契約の締結その他の準備行為は、

この告示の施行前においても行うことができる。  

 

 

 

 

 

 

 



別表（第８条関係）  

大崎上島町定住促進用住宅貸付料  

貸付期間  貸付料  

１週間  １２，０００円  

２週間  １８，０００円  

３週間  ２４，０００円  

１ヵ月（ 30日まで）  ３１，０００円  

１ヵ月＋ 1週間       ３９，０００円  

１ヵ月＋ 2週間  ４７，０００円  

１ヵ月＋ 3週間  ５５，０００円  

２ヵ月（ 60日まで）  ６２，０００円  

２ヵ月＋ 1週間  ７０，０００円  

２ヵ月＋ 2週間  ７８，０００円  

２ヵ月＋ 3週間  ８６，０００円  

３ヵ月（ 90日まで）  ９３，０００円  

特記事項  

電気代、上下水道代のみ貸付料に含

む。  

その他の経費は、自己負担とする。 

貸借期間が１カ月に満たない期間

の料金には消費税法（昭和 63年法律

第 108号）第６条及び消費税法施行

令（昭和 63年政令第 360号）第１６

条の２の規定による消費税を含む

こととする。  

 

 

 

 

  

 


